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 市町村は、災害対策基本法に基づいて、指定緊急避難場所及び指定避難所をあらかじめ

指定しなければならないとされているが、被害が及ばない区域内の、または高層の施設等

の確保が十分でなく、中には、大雨により想定していた以上の浸水深となったため、避難

所の１階部分が浸水した例があった。 

 

 
 住民の中には、避難勧告等の発令を受けたことにより、立ち退き避難が必要だと感じた

ものの、住宅の損壊などを心配した、または飼っているペットを避難所に連れて行けない

などの理由により、立ち退き避難しなかった、または避難が遅れたために孤立状態となっ

た者がいた。 

 

 
 避難勧告等の対象地域では、夜間であることなどを理由に、立ち退き避難を行うことが

危険であると判断して、住宅内の高い場所へ避難（垂直避難）した者がいた。 

 それに対して、避難勧告等の発令を受けた住民の中には、自宅近くの河川は氾濫しない、

または氾濫している河川は自宅からは離れているなどの理由により避難しなかった者がい

たが、結果として住宅が浸水被害に遭ったり、立ち退き避難すべきだったと考えている住

民がいた。 

 

 

 

 

 

 

 

市町村は、安全な避難環境を整えるために、浸水想定区域などを考慮した適切な「指定

課題  指定避難所としていた施設が浸水し機能が十分果たせなかった 

課題  避難勧告等が発令された後も住宅やペットが心配であったなどの理由から、

避難をせずまたは避難が遅れたために孤立状態となった事例があった 

評価  避難指示、避難勧告の対象地域では、夜間の避難が危険であると判断して 

課題 垂直避難をした住民がいた一方、避難の必要がないと考えた、または避難が 

   遅れたため浸水被害に遭った者もいた 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

適切な避難行動のための避難誘導・避難体制の確立 

提言①  浸水想定区域などを考慮した適切な指定緊急避難場所及び指定避難所の確

保 

     【道・市町村】 
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緊急避難場所」や「指定避難所」を確保する必要がある。 

道は、こうした市町村における取組を支援するとともに、指定緊急避難場所等を防災関

係機関が共通して使用する地図にも表示する必要がある。 

 

 
市町村は、自主防災組織などと協力し、訓練の実施などを通して、集落・町内会などの

単位での顔の見える避難体制を構築する必要がある。顔が見える相手から避難を促される

ことにより、避難行動につながりやすく、また、住民同士の安否確認を行いやすいなどの

効果が期待できる。 

道はこうした取組を促進する必要がある。 

 

 
道は、ペットを飼っている住民が躊躇なく避難行動をとることができるよう、災害時の

ペット対策の実態を把握した上で、市町村におけるペットを持つ住民の避難対策に関する

指針を示す必要がある。 

市町村は、この指針も踏まえ、ペット対策の取組を進める必要がある。 

 

 
市町村は、住民が入手した情報に基づいて適切な判断・行動ができるよう、あらかじめ

避難勧告等の避難情報の意味について、情報を受け取る立場に立った情報提供を行い、分

かりやすく説明する必要がある。 

また、道や市町村、関係機関は、状況に応じた避難のあり方について、防災教育などを

通じ、普及啓発する必要がある。 

 

 

提言②  集落・町内会などの単位での顔の見える避難体制の構築 

     【道・市町村】 

提言③  安全な避難行動を促すためのペット対策の取組促進 

     【道・市町村】 

提言④  状況に応じた避難行動の普及啓発 

     【道・市町村・関係機関】 
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避難支援計画の策定 

 災害発生時には、特に高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、外国人その他の特に配慮を

要する者（以下「要配慮者」という。）が、被害を受けやすい、情報を入手しにくい、避難

所における良好な環境を得にくいことなどの状況におかれる場合が見られることから、道、

市町村及び社会福祉施設等の管理者は、これら要配慮者の安全の確保等を図るため、平常

時から要配慮者の実態把握、緊急連絡体制、避難誘導等の防災体制の整備に努めることと

されている。 

 市町村は、防災担当部局や福祉担当部局をはじめとする関係部局の連携のもと、平常時

から避難行動要支援者1に関する情報を把握し、避難支援計画の策定や避難行動要支援者名

簿の作成を行うとともに、定期的に更新するものとされている。このため、道は、災害時

における高齢者・障がい者等の支援対策の手引きを策定し、市町村に周知しているが、避

難支援計画を策定した市町村数は、全道１７９市町村のうち１０８市町村となっている（平

成２５年４月１日現在）。 

 社会福祉施設等の事業者は、当該施設に寝たきりの高齢者や障がい者等の要配慮者が利

用・入所することから、災害に対する施設の安全性を高めることが重要であるため、事業

者は、災害時において、迅速かつ的確に対処できるよう、施設の災害リスクを把握し、避

難計画を作成し、計画に基づく訓練を定期的に実施することとされている。 

 

要配慮者への避難行動支援 

 避難勧告等の伝達については、要配慮者の中には、避難等に必要な情報を入手すること

ができれば、自ら避難行動をとることが可能な者もいることから、障がいなどの状態に応

じ、適切な手段を用いて情報伝達を行うとともに、民生委員等の避難支援等関係者が避難

行動要支援者名簿を活用して着実に情報伝達を行い、早期に避難行動を促進できるよう配

慮することとされている。また、避難誘導については、危険が切迫する前に避難できるよ

う十分配慮することとされている。 

 市町村は、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的に判断し、要配慮者が、避難所

での生活において特別な配慮が受けられるなど、要配慮者の状態に応じて安心して生活で

きる体制を整備した福祉避難所への移動等の措置を講じることとされている。そのため、

市町村は、老人福祉センターや障がい福祉施設、特別支援学校等の施設を活用し、あらか

じめ福祉避難所として指定している。平成２８年４月末現在、全道１７９市町村のうち、

１１６市町村において、福祉避難所が指定されている。 

                                                                                                                                                                         
1 要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な

者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するもの（災害対策基本法第４

９条の１０第１項） 

 

要配慮者の避難行動及び避難体制 

〈検証の視点：避難行動要支援者の避難支援対策、 

 要配慮者の視点等に対する配慮〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

検証項目２：避難行動 Ⅱ－２ 
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要配慮者に対する避難情報の伝達・避難誘導 

 一部の市町村では、独り住まいの高齢者や障がい者等の要配慮者に対して、優先的に避

難に関する情報を伝達するために、市町村職員が要配慮者に対して個別に電話確認して、

状況の聞き取りを行った。また、消防団や町内会などと協力して、要配慮者がいる住居を

それぞれ訪問して、避難を促す市町村もあった。さらに、要配慮者に対して支援が必要と

判断した場合には、職員が避難に付き添ったり、緊急的な避難が必要と判断した場合には、

市町村の公用車を活用するなど、柔軟に対応しながら安全な避難を支援した。その結果、

要配慮者は、昼間の時間帯、または被害が拡大する前に、安全に避難することができた。 

しかしながら、地域によっては、水位の急激な上昇により、急きょ避難指示を発令する

こととなり、市町村職員等が支援者に連絡をとる間がなかったために、市町村職員等が要

配慮者の自宅に出向き、直ちに避難を促さざるを得ない状況になるなど、支援者と連携し

た避難支援が十分ではなかった例もあった。 

 社会福祉施設の避難については、入所者の避難に時間を要することから、円滑に避難で

きた施設もあれば、そうではない施設もあった。例えば、認知症を患っている高齢者等が

入所する福祉施設の中には、避難が円滑に進まず、時間がかかったことから、避難が完了

する前に施設が浸水する状況となり、入所者・施設職員ともに、相当な負担や危険を伴い

ながら、入所者を別の場所に避難させたり、施設内のより高い安全な場所に移動させた。 

 

避難先の確保と要配慮者に寄り添った避難環境の整備 

 福祉避難所として活用を予定していた施設が、浸水想定区域外であったにもかかわらず、

浸水被害に遭い、利用できない例もあり、要配慮者の避難先が必要となった市町村や老人

福祉施設関係団体は、ショートステイにより受入可能な福祉施設や、他の市町村区域にあ

る施設と調整し、要配慮者が避難生活を送ることができる施設を確保することができた。 

 一般の避難所において、要配慮者に対し、安全性や良好な居住性の確保のために必要な

措置を講じた市町村があった。例えば、福祉施設から避難してきた認知症を患っている避

難者に対して、入所していた施設ごとの集まりにした上で、施設での介助担当職員を配置

するなど、環境の変化に伴う精神的な負担を軽減することに配慮した。また、体調を崩す

避難者が出ないよう、保健師が避難所を巡回するなど、要配慮者のケアを行った市町村も

あった。 

 要配慮者の中には、避難を躊躇するケースも見られ、例えば、乳幼児を持つ家庭では、

避難所に避難した場合に、子どもが泣いたり、騒いだりすることによって、他の避難者に

迷惑をかけてしまうと考え、避難をためらい、避難が遅れた例があった。 

 

 

 

 

 

２ 今回の主な対応 
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 市町村職員、消防団、町内会などが戸別訪問により、独り住まいの高齢者や障がい者を

優先して避難を支援したことにより、より安全な昼間の時間帯、または被害が拡大しない

うちに安全な避難ができた。 

 

 

 市町村は、要配慮者に対して個別に電話確認して状況の聞き取りを行った。そして、避

難行動に支援が必要な要配慮者には職員が付き添い、場合によっては市町村の公用車も活

用して、要配慮者が避難所へ安全に避難できるよう支援した。 

 

 

 市町村及び老人福祉施設関係団体は、避難が必要となった要配慮者を福祉施設にショー

トステイで受け入れたり、他の自治体区域にある施設に移動させるなど、要配慮者が避難

するための必要な施設を確保した。 

 

 

 福祉施設から避難所に避難してきた認知症の要配慮者について、入所していた施設ごと

の集まりにしたり、また施設での介助担当職員を避難所に配置するなど、精神的な負担を

かけないように配慮した。 

 

 

 避難勧告等の発令後、速やかに市町村職員等が要配慮者の自宅に出向くなどして、避難

を促すとともに、避難支援が必要な場合には、寄り添って避難するなど移動の支援を行っ

たが、急きょ、避難指示を発令することとなったため、直ちに市町村職員が要配慮者宅を

戸別訪問したことから、支援者に連絡できないなど、近隣の支援者との連携が十分にとれ

ず、移動の支援に影響があった例があった。 

３ 評価できる事項、課題 

評価  要配慮者を優先した、早期の避難を促す市町村職員、消防団、町内会などの

戸別訪問により、安全な避難ができた 

評価  市町村は、要配慮者に対し、職員の付き添いや公用車の活用により早期の安

全な避難を支援した 

評価  福祉避難所に指定されていない福祉施設の提供により、要配慮者の安全な避

難先が確保できた 

評価  認知症の避難者に対し、入所していた施設ごとの集まりにしたり、施設での

介助担当職員を避難所に配置し要配慮者を考慮した支援ができた 

課題  地域によっては要配慮者の避難に際し、近隣の支援者との連携が必ずしも十

分でなかったところがあった 
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 災害対策基本法では、市町村において、要配慮者が避難生活を送るいわゆる福祉避難所

をあらかじめ指定することとされているが、福祉避難所として活用する予定であった浸水

想定区域外にある施設が、浸水被害に遭ったため、利用困難となった例があった。 

 

 
 認知症を患った高齢者等の避難はスムーズに進まず時間がかかり、福祉施設が浸水した

後の切迫した状況で、施設の入所者の立ち退き避難や、安全な場所（高い場所）への移動

は、危険を伴うとともに、施設職員の不足などから、入所者、施設職員ともに相当な負担

と危険を伴うこととなった。 

 

 

 乳幼児を持つ家庭では、避難所に避難した場合に、子どもの泣き声や騒いだりすること

により、他の避難者に迷惑をかけると考え、避難所への避難を躊躇し、避難が遅れたとい

う例があった。 

 

 

 

 

 

 
市町村は、要配慮者が避難行動に時間を要することも想定し、適時に避難行動を促す必

要がある。このため、道においては、要配慮者に避難を促す時期を盛り込んだ「手引き」

などを示すことが必要である。 

また、市町村においては、避難行動要支援者名簿を有効に活用しながら、支援者との連

携などを明記した個別計画の策定を進める必要がある。このため、道においては、先行事

例も踏まえた策定支援や働きかけを行う必要がある。 

市町村は、要配慮者及び支援者に対し、日頃から訓練などを通じて、避難時の連携方法

などを普及啓発するとともに、自主防災組織などと協力し、集落・町内会などの単位での

課題  福祉避難所としても活用する予定であった施設（浸水想定区域外）が浸水被

害に遭ったため、利用困難となった例があった 

課題  浸水した福祉施設では早めに要配慮者が避難できなかったために入所者、施

設職員ともに避難に相当な負担と危険を伴うことになった 

 なった 

課題  乳幼児を持つ家庭では、他の避難者への迷惑を考え避難所への避難を躊躇し

た例があった 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

要配慮者の確実な避難のための地域における支援体制等の構築 

提言①  地域単位での要配慮者情報の共有化と共助による支援体制の構築 

     【道・市町村】 
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顔の見える関係を作るなど、共助による支援体制を構築する必要がある。 

 

 
国及び道管理河川における洪水浸水想定区域の指定拡充が予定されていることから、市

町村では、これらの動向を踏まえ、要配慮者が避難するための福祉避難所について、立地

の浸水想定など安全性の確認と活用可能な施設の見直しを行うとともに、浸水区域などを

考慮した適切な福祉避難所の確保に努める必要がある。 

また、指定された福祉避難所の被災も想定されることから、個室や食事の提供設備等、

一定の生活環境を備えたホテルや旅館の活用を図る必要がある。 

 

 

道や市町村では、福祉施設等における施設の立地条件の確認、避難計画の策定、訓練の

実施などの避難対策について、事業者が実態を詳細に把握した上で、各施設で適切な避難

行動をとることができるよう、事業者に対して情報提供を行うなど、取組の推進が必要で

ある。 

また、避難対策の実効性を確保するため、福祉施設等の事業者は、地域の実情に応じた

避難計画を策定し、訓練を定期的に実施する必要があり、道や市町村では、その状況を確

認するなどの取組を進める必要がある。 

 

 
市町村は、避難所ごとに避難所運営マニュアルを作成し、育児・介護用品の確保を行う

ことや、可能な限り、個室やスペースの調整などにより、要配慮者の避難も考慮した対応

をすることを定めるとともに、その内容について、日頃から住民に普及啓発する必要があ

る。 

また、避難勧告等の名称が見直されたことと連動させ、避難を開始する時期と避難を何

より優先する必要性を日頃から防災教育により住民に普及啓発することが必要である。 

 

 

提言②  避難所の安全性の確認及び活用施設の必要な見直し 

     【道・市町村】 

提言③  安全な避難を促すための福祉施設等における実効性の高い避難対策の見直

し強化 

     【道・市町村・事業者】 

提言④  避難所における要配慮者対応の整備と防災教育による普及啓発 

     【道・市町村】 
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避難所の開設・運営 

 市町村は、避難所の開設・運営に関する事項について、地域防災計画に記載するととも

に、速やかな避難所の供与及び避難所における安全性や良好な居住性の確保に必要な措置

を講ずるよう努めるものとされている。 

 また、避難所の開設に関して、災害が発生し、又は、災害が発生するおそれがあるとき

は、必要に応じて指定避難所を開設し、さらに、高齢者、障がい者、妊産婦などの要配慮

者に配慮して、旅館・ホテル等を避難所として借り上げる等、多様な避難所の確保に努め

るものとされている。 

 避難所の運営について、避難所における生活環境に注意を払い、常に良好な環境とする

よう努めるものとされ、例えば、避難が長期化する場合は必要に応じて、プライバシーの

確保状況、医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性など、避難者の健

康状態や避難所の衛生状態の把握など、必要な措置を講じるよう努めるものとされている。

各避難所の適切な運営管理を行うために、避難所における情報の伝達、食料、水等の配布、

清掃等については、避難者、住民、町内会や自治会、自主防災組織等の協力が得られるよ

う努めるものとされている。 

 

 

 

避難所での生活環境 

 開設された避難所では、避難した住民に対し、市町村が備蓄していた食料や水、毛布な

どの物資のほか、外部から送られた支援物資が提供された。物資については、避難所開設

期間が短かったことなどから、食料などは避難者に行き渡る量が概ね確保できていたが、

暖房器具が設置されていない避難所があるなど、必ずしも良好な生活環境が整えられてい

なかったために、健康を害した避難者もいた。なお、今回の災害の発生は８～９月であっ

たが、被災市町村からは冬期間の避難生活を想定すると、防寒対策を講じておく必要があ

るといった声が聞かれた。 

 また、一部の避難所では、避難者の健康に配慮し、道や市町村からの要請に基づき、日

本赤十字社などから医師や保健師等が各避難所を巡回し、避難者に対して、身体的・精神

的なケアが行われた。 

その他にも、避難者への情報提供について、情報が広く行き渡るよう、よく目につく場

所を選んで、情報の掲示を行い、情報共有を行った避難所もあった。一方で、避難者とし

ては、自宅の損壊等の状況や、地域における被害状況、道路や水道などの復旧状況、帰宅

できる時期の見通しなどに関する情報がほしいと考えていたものの、市町村において、い

つ、どのような情報を提供すべきといったマニュアルが未整備であったことなどにより、

 

避難所の運営及び支援 

〈検証の視点：避難所の開設・運営、住民・避難者等の協力体制〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

２ 今回の主な対応 

検証項目３：避難所運営・支援 
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情報提供が不十分だった例があった。 

  

避難所の運営体制 

 開設から閉鎖までの避難所運営業務を市町村職員が担った避難所では、職員が交代で避

難所に常駐して業務にあたった。市町村では、避難所運営に従事する職員と、災害対策本

部や災害現場で対応にあたる職員の配分バランスをとることが難しく、避難所運営に手厚

く職員を配置すると、他の災害対応にあたる職員が不足し、逆の場合には、避難所に配置

された職員がローテーション体制をとれないことにより、職員の負担が大きくなった例が

あった。 

また、運営者が少ない避難所では、避難者の多様なニーズや持病等を把握できず、高齢

者や女性、子どもに配慮した生活環境を整えることができず、さらに、過去に大きな災害

を経験しておらず、初めて避難所を開設することになった市町村では、避難所開設を想定

した訓練を十分に行っていなかったことなどから、円滑な避難所運営ができなかった例が

あった。 

 その一方で、避難所において町内会や自主防災組織による協力があった市町村では、住

民による炊き出しが行われるなど、比較的円滑に避難所が運営され、市町村職員の負担も

小さかった。 

また、学校等の文教施設が多く避難所に指定されているが、一部の市町村では避難所運

営の担当が教育委員会などと予め決められ、訓練も実施していたことから、円滑な避難所

運営ができた。さらに、避難所が学校であった場合に、近くに居住する教職員に協力を得

て避難所運営が行われた例があった。 

 今回の一連の災害において、最も避難者が多かった避難所では約 1,400 人が避難し、ま

た、開設期間については、最も長かった避難所で約２０日間にわたり開設された（表３－

３－１参照）。 

避難所の開設が比較的長期化した市町村においては、避難者数の減少に伴い、複数の避

難所の集約が行われ、また、学校を避難所としていた市町村では、避難者数の減少に伴い、

避難スペースを縮小するなど、学校の授業再開への対応が取られた。これらの避難所の体

制のコンパクト化により、行政からの避難所に対する支援の効率化につながった。 
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■表３－３－１：避難期間が長い避難所、避難者数が多い避難所 

 
 

 

 

関係機関の取組 日本赤十字社北海道支部 

平成２８年台風１０号災害における日本赤十字社の活動 

平成２８年８月３０日に直撃した台風１０号の影響を受け、清水町、新得町では

河川氾濫による落橋や断水、住宅流出等の過去に例を見ない甚大な被害をもたらし

た。 

清水赤十字病院では、８月３０日１７：３０に災害対策本部を設置し救護班待機

命令を発令、その後、１８：３０より清水町、新得町の全ての避難所のアセスメン

トを行った。 

また、道内赤十字医療施設から延べ２４名の「こころのケア要員」が派遣され、

更には日本赤十字社（設置：熊本赤十字病院）よりシャワーユニットを設置した。 

９月３０日をもって本災害による全ての活動を終了したが、清水町、新得町をは

じめとする十勝管内の１日も早い復興と被災された方がたへの支援を引き続き継続

する。 

 

↓ 日本赤十字社の活動状況 

  


